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１ 市場調査業務の概要
●次期基盤情報システムの検討に当たり、更なる業務効率化、セキュリティ強化、コスト
低減などを行うため、最新技術の市場動向や導入事例、ワークスタイル変革の事例を調
査し、次期基盤情報システムに盛り込むべき内容の提案を市場調査業務にて実施した。

●次期基盤情報システムに係る運用管理業務については、受託可能な事業者が制限されな
いよう、競争参加候補者等へのヒアリング内容を基に、作業の難易度やリスクの大きさ
を考慮し、下記のように類型化した。

 設定の変更作業などのシステム保守に近い作業
は、リスクが高い作業であり、対応が難しい。

 各種の運用管理について、手順書が整備されて
いるものであれば請負可能。

 問題管理やリリース管理は手順書化が難しく、
比較的難易度が高く、運用開始直後のトラブル
や安定稼動までに要する期間により、負荷が大
きく左右される点が懸念事項。

 「システム監視・運用業務」と「サービスデス
ク業務」であれば、システムの形態や構成が変
わっても難易度は大きく変わらない。ただし、
リスクの高い作業が含まれる場合は別。

 「システムの設定変更」、「パッチ適用」、
「セキュリティ対応」、「バックアップ・リス
トア」等の作業はリスクが伴うため対応が難し
い。

 運用管理業務において、マニュアル化された作
業であれば対応できる

 サポートデスクは対応可能だが、システムを管
理する運用業務は難しい。

 これまで定型的に実施されており、業務量の変
動を見込めるものの方が、リスクは低い。

競争参加候補者（5社）から得られた主な意見

※Webアプリケーション開発に係る技術的支援が含まれる
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2 運用管理業務に係る資料提供招請の結果概要
●類型化した運用管理業務の範囲のうち、受託可能な事業者の制限が低く、実現性が高いと
思われる定型作業（低リスク）について、資料提供招請として情報提供を求めた。

●その結果、2社から運用管理業務の範囲に対する意見が出された。
資料提供招請で示した分離想定範囲

No. 想定するサービス内容

運用管理業務

1 運用管理業務の引継

ぎ

a. 基盤情報システムの構築事業者から 、 運用管理業務の実施に当たり 必要な引継ぎを受ける

こ と 。 なお、 引継ぎ期間は2か月間を想定している。

2 サービスデスク の設

置

a. 職員から の問合せ・ 申請等の窓口と なるサービスデスク を提供するこ と 。

b. サービスデスク は省外に設置し 、 十分なセキュ リ ティ 対策を講じ るこ と 。

c. 必要な回線等一式を含めるこ と 。 ただし 、 本システムのWANと の接続に必要な仕組みは構

築事業者により 用意するこ と を想定している。

d. 機器等の貸出窓口を本省、 特許庁の2か所に設置するこ と 。

3 問合せ対応サービス a. サービスデスク において、 電話・ メ ール・ W eb等により 各サービスに関する障害報告、 質

問、 相談、 サービス要求等を受け付け、 回答やエスカ レーショ ン等の対応を行う こ と 。

4 サービスレベルの維

持

a. 各サービスのサービスレベルを維持するための管理・ 対応を行う こ と 。

b. サービスレベル項目は「 想定SLA項目」 を参照するこ と 。

5 サービス品質の向上 a. 運用管理業務を含む基盤情報システムのサービス全般に対する満足度調査を実施するこ

と 。

b. 満足度調査結果に応じ て、 運用管理業務のサービス品質を向上さ せるための提案を行う こ

と 。

6 各種機器等の貸出管

理・ 運用サービス

a. 各種物品の貸出管理・ 運用、 故障品等の交換対応等を受け付ける貸出窓口を提供するこ

と 。

7 イ ンシデント 対応 a. サービスデスク が受け付けた職員向けのサービス要求に対して、 あら かじ め定めら れた手

順により 対応を行う こ と 。

8 申請受付等の管理・

運用サービス

a 「 利用申請・ 受付サービス」 により 受け付けた申請に対する対応及び管理を行う こ と 。

9 利用者マニュ アル等

の改善サービス

a. サービスデスク において受け付けた質問・ 相談等の実績をも と に、 利用者マニュ アルの改

善、 FAQの整備等を行う こ と 。

10 外部デバイ ス管理

サービス

a. セキュ アPCに対する外部デバイ スの利用制限の管理を行う こ と 。

11 エンタ ープラ イ ズモ

ビリ ティ 管理

（ EM M ） サービス

a. EM M による管理対象端末の追加・ 削除、 設定、 紛失時等のリ モート ロッ ク ・ リ モート ワ

イ プ等の管理を行う こ と 。

12 リ ソ ース管理運

用支援

他システム接続管理

サービス

a. 基盤情報システムに接続要望があっ た他システム（ 別調達） の機器（ パソ コ ン、 プリ ン

タ 、 サーバ等） について、 接続に必要な設定変更等をマニュ アルに基づき 実施するこ と 。

具体的には、 基盤情報システムのIPアド レスを管理し 、 要望に基づき 払い出し を行い、

NW 機器に対するポート 開閉、 M ACアド レス登録、 プリ ンタ 切り 替えリ スト へのプリ ンタ の

登録等を想定している。

職員向けサービ

ス運用支援

セキュ リ ティ に

係る運用支援

共通サービス

想定するサービス構成

■運用管理業務の範囲に対する意見
◇運用管理業務の調達にする対象としては、ＳＬＡやセキュリティに関連性
が低く、作業内容をマニュアル化できる以下のサービスが挙げられる。

◇「証跡保全サービス」及び「セキュリティに係るリスト等更新サービス」
の２つについては、運用管理業務の調達にする対象とすることが望まし
い。
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3 今後の予定
●資料提供招請結果の内容の詳細分析とそれらを踏まえた運用管理業務の要件定義等につい
て、2019年7月頃を目途に開始する調達仕様書等作成支援業務にて、資料提供事業者に
対するヒアリング等を含めて実施する予定である。

●引き続き、今後、実施する提案事業者に対するヒアリング等も踏まえつつ、適宜、監理委
員会と連携し、運用管理業務の内容の詳細について検討してまいりたい。

調達・導入スケジュール（案）（第62回施設・研修等分科会（平成30年4月17日）時点）

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

市場調査・
コンセプト作成

資料
招請

意
見
招
請

技術
審査

設計・構築・
移行

運用（38
年1月31
日まで）

4月7月2月3月

仕様書
案作成

5月4月

調達

10月

ヒアリ
ング

12月

基盤
運用
開始

２月 2月

運用管理
業務

基盤情報
システム

仕様書
案作成

監理委員会・小委審議、
パブリックコメント等 調達 適合

審査
資料
招請

ヒアリ
ング

提供
準備

調達・導入スケジュール（案）（平成31年3月時点）

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

市場調査・
コンセプト作成

資料
招請

意
見
招
請

設計・構築・
移行

運用（38
年1月31
日まで）

4月5月1月

3月 7月4月

調
達

9月

ヒアリング/仕様
書案作成

基盤
運用
開始

２月 2月

運用管理
業務

基盤情報
システム

仕様書
案作成

監理委員会・
小委審議、
パブリックコメ
ント等

調
達

適
合
審
査

資料
招請

提
供
準
備

1月 ６月 10月4月

支
援
事
業
者
調
達

支援業者

技術審査/契
約準備

ヒアリング/要件定義

（基盤情報システムの意見招請に
おける意見を反映する期間を確保）

ヒ
ア
リ
ン
グ

※ 競争参加候補者

※

運用管理業務の調達について、３０年度、競争参加候補者へのヒアリングを実施した結果、３３年度に予定する提供準備が当初想定より短期間で対応が可能であ
ること、業務内容や責任分界の明確化が重視されていることを確認した。これを踏まえ、競争性を高めた調達が可能となるよう、検討やヒアリングにより多くの時
間を割くスケジュールに見直した。
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５ 基本方針別表の記載ぶり（案）

経済産業省基盤情報システムの運用管理
業務については、同システムの更改（平
成34年2月）に合わせて民間競争入札を
実施する。その内容の詳細については監
理委員会と連携して検討する。

平成30年7月閣議決定

経済産業省基盤情報システムの運用管
理業務については、同システムの更改
（令和4年2月）に合わせて民間競争入
札を実施する。その内容の詳細につい
ては、監理委員会と連携して検討する。

【入札等の実施予定時期】
令和元年度中を目処に運用管理業

務の範囲を明確化し、令和3年6月を
目処に入札公告、同年中に落札者を
決定。

【契約期間】
令和4年2月から令和8年1月までの

4年間。

次期基本方針別表記載案


